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Ⅱ.原価の算定及び料金の設定

1.端末系交換機能

（1）原価の算定

（単位：百万円）

端末系交換設備

ＧＣ ＧＣ以下の伝送路 備考

右記以外のＧＣ 緊急通報

①指定設備管理運営費 725,923 409,097 402,110 6,987 316,826 （参考2）設備区分別の費用明細表より

②他人資本費用 26,562 8,774 8,414 360 17,788 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

③自己資本費用 16,430 5,427 5,205 223 11,003 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

④利益対応税 17,946 5,928 5,685 243 12,018 （③自己資本費用＋（⑪有利子負債以外の負債の額×利子相当率））×利益対応税率

⑤合計 786,862 429,227 421,414 7,813 357,635 ①+②+③+④

⑥正味固定資産価額 2,457,030 798,505 764,998 33,507 1,658,525 （参考3）設備区分別固定資産明細表より

⑦投資等 7,617 2,475 2,371 104 5,141 ⑥正味固定資産×投資等比率

⑧貯蔵品 8,354 2,715 2,601 114 5,639 ⑥正味固定資産×貯蔵品比率

⑨運転資本 41,222 26,819 26,476 342 14,403 （①設備管理運営費－（⑫減価償却費＋⑬通信設備使用料＋⑭固定資産税））×45.625日÷365日

⑩レートベース 2,514,223 830,514 796,447 34,067 1,683,708 ⑥+⑦+⑧+⑨

⑪有利子負債以外の負債の額 557,534 184,168 176,614 7,554 373,366 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

⑫減価償却費 369,645 187,633 183,757 3,876 182,012

⑬通信設備使用料 2,377 0 0 0 2,377 （参考2）設備区分別の費用明細表より

⑭固定資産税 24,125 6,913 6,542 371 17,212

（2）料金の設定

・加入者交換機能

Ａ．信号網コストの算定

ア．信号網単位コスト

区分 コスト 備考

信号網単位コスト(円/秒) 0.011519 ５の（２）のｃより

イ．１呼あたり信号数

区分 信号数 備考

１呼あたり信号数（信号） 5.40 平成13年度下期＋平成14年度上期実績

ウ．通信回数

区分 通信回数 備考

（千回）

a．端末系交換機能 167,391,868 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

b．中継系交換機能 74,094,115 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

c．計 241,485,983 a＋b

エ．機能毎の信号網コスト

（単位：百万円）

区分 コスト 備考

a．端末系交換機能 5,206 ア×イ×ウのa÷2

b．中継系交換機能 2,304 ア×イ×ウのb÷2

c．計 7,511 a＋b

Ｂ．右記以外のＧＣコストの算定

区分 コスト 備考

ア.原価（百万円） 386,968 イ－ウ－エ

イ．右記以外のＧＣ 421,414 （1）の⑤右記以外のＧＣ

ウ．付加機能控除額 33,292 イ×付加機能控除率（0.079）

エ．回線工事費補正額 1,155 総務省モデルによる算定値

Ｃ．回数比例コスト・時間比例コストの算定 （単位：百万円）

端末系交換設備

ＧＣ ＧＣ以下の伝送路 信号網 合計 備考

右記以外のＧＣ 緊急通報

a．回数比例コスト 89,622 89,622 89,622 0 0 5,206 94,828 c×別表の(a)

b．時間比例コスト 662,793 305,159 297,346 7,813 357,635 0 662,793 c×別表の(b)

c．合計 752,415 394,780 386,968 7,813 357,635 5,206 757,621 (1)の⑤、（2）のＡのエのaおよび（2）のＢのアより

別表

区分 回数比例コスト・時間比例コストの比率

右記以外のＧＣ 緊急通報 ＧＣ以下の伝送路 信号網

(a) 0.2316 0.0000 0.0000 1.0000

(b) 0.7684 1.0000 1.0000 0.0000

(c) 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000

Ｄ.料金の設定

・回数比例分

区分 料金等 備考

a.原価（百万円） 94,828 Ｃのａ合計より

b.通信回数(千回) 167,391,868 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

c.料金(円/回) 0.56650 ａ÷ｂ

・時間比例分

ＧＣ ＧＣ以下の伝送路 合計 備考

区分 右記以外のＧＣ 緊急通報

a.原価（百万円） 305,159 297,346 7,813 357,635 662,793 Ｃのbより

b.通信時間(千時間) - 8,111,656 8,111,656 9,323,685 - Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

c.料金(円/秒) 0.010450 0.010182 0.00026753 0.010655 0.021105 ａ÷ｂ
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2.市内伝送機能

A.中継伝送コスト

コスト 備考

a.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.0033150 4の【共用型】の（2）のｃより

Ｂ.中継交換コスト

コスト 備考

a.回数比例ｺｽﾄ(円/回) 0.20841 3の（2）のＢの回数比例分のｃより

b.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.0010250 3の（2）のＢの時間比例分のｃより

Ｃ.料金の設定

・回数比例分

料金 備考

料金(円/回) 0.20841 Ｂのa

・時間比例分

料金 備考

料金(円/秒) 0.0076550 Ａのa×２＋Ｂのｂ
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3.中継系交換機能

（1）原価の算定

（単位：百万円）

中継系交換設備 備考

①指定設備管理運営費 24,164 （参考2）設備区分別の費用明細表より

②他人資本費用 561 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

③自己資本費用 347 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

④利益対応税 379 （③自己資本費用＋（⑪有利子負債以外の負債の額×利子相当率））×利益対応税率

⑤合計 25,451 ①+②+③+④

⑥正味固定資産価額 51,578 （参考3）設備区分別固定資産明細表より

⑦投資等 160 ⑥正味固定資産×投資等比率

⑧貯蔵品 175 ⑥正味固定資産×貯蔵品比率

⑨運転資本 1,188 （①設備管理運営費－（⑫減価償却費＋⑬通信設備使用料＋⑭固定資産税））×45.625日÷365日

⑩レートベース 53,101 ⑥+⑦+⑧+⑨

⑪有利子負債以外の負債の額 11,775 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

⑫減価償却費 14,271

⑬通信設備使用料 0 （参考2）設備区分別の費用明細表より

⑭固定資産税 392

（2）料金の設定

Ａ．回数比例コスト・時間比例コストの算定 （単位：百万円）

中継系交換設備 信号網 合計 備考

a．回数比例コスト 13,138 2,304 15,442 c×別表の(a)

b．時間比例コスト 12,313 0 12,313 c×別表の(b)

c．合計 25,451 2,304 27,756 (1)の⑤および1の(2)のＡのエのbより

別表

区分 回数比例コスト・時間比例コストの比率

中継系交換機能 信号網

(a) 0.5162 1.0000

(b) 0.4838 0.0000

(c) 1.0000 1.0000

Ｂ.料金の設定

・回数比例分

区分 料金等 備考

a.原価（百万円） 15,442 Ａのａ合計より

b.通信回数(千回) 74,094,115 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

c.料金(円/回) 0.20841 ａ÷ｂ

・時間比例分

区分 料金等 備考

a.原価（百万円） 12,313 Ａのb合計より

b.通信時間(千時間) 3,336,519 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

c.料金(円/秒) 0.0010250 ａ÷ｂ
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4.中継伝送機能

・中継伝送共用機能

（1）原価の算定

（単位：百万円）
端末系交換設備～

中継系交換設備伝送路 備考

①指定設備管理運営費 49,052 （参考2）設備区分別の費用明細表より

②他人資本費用 2,405 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

③自己資本費用 1,488 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

④利益対応税 1,625 （③自己資本費用＋（⑪有利子負債以外の負債の額×利子相当率））×利益対応税率

⑤合計 54,570 ①+②+③+④

⑥正味固定資産価額 223,935 （参考3）設備区分別固定資産明細表より

⑦投資等 694 ⑥正味固定資産×投資等比率

⑧貯蔵品 761 ⑥正味固定資産×貯蔵品比率

⑨運転資本 2,269 （①設備管理運営費－（⑫減価償却費＋⑬通信設備使用料＋⑭固定資産税））×45.625日÷365日

⑩レートベース 227,660 ⑥+⑦+⑧+⑨

⑪有利子負債以外の負債の額 50,484 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

⑫減価償却費 28,593

⑬通信設備使用料 0 （参考2）設備区分別の費用明細表より

⑭固定資産税 2,307

（2）料金の設定

区分 料金等 備考

a.原価（百万円） 55,725 ア＋イ

ア．中継伝送共用型 54,570 （1）の⑤より

イ．回線工事費補正額 1,155 総務省モデルによる算定値

b.通信時間(千時間) 4,669,049 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

c.料金(円/秒) 0.0033150 ａ÷ｂ
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・中継伝送専用機能

（1）原価の算定

（単位：百万円）

専用回線 ＭＡ内伝送路 ＭＡ間伝送路 接続装置 備考
管理運営費 回線比例 回線距離比例

①指定設備管理運営費 16,930 19 7,008 703 695 8,505 （参考2）設備区分別の費用明細表より

②他人資本費用 745 0 442 20 59 224 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

③自己資本費用 461 0 274 12 36 138 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

④利益対応税 503 0 299 13 40 151 （③自己資本費用＋（⑪有利子負債以外の負債の額×利子相当率））×利益対応税率

⑤合計 18,638 19 8,022 748 830 9,018 ①+②+③+④

⑥正味固定資産価額 69,343 0 41,293 1,818 5,516 20,716 （参考3）設備区分別固定資産明細表より

⑦投資等 215 0 128 6 17 64 ⑥正味固定資産×投資等比率

⑧貯蔵品 236 0 140 6 19 70 ⑥正味固定資産×貯蔵品比率

⑨運転資本 678 2 299 26 32 319 （①設備管理運営費－（⑫減価償却費＋⑬通信設備使用料＋⑭固定資産税））×45.625日÷365日

⑩レートベース 70,472 2 41,861 1,856 5,584 21,169 ⑥+⑦+⑧+⑨

⑪有利子負債以外の負債の額 15,627 1 9,283 412 1,238 4,694 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

⑫減価償却費 10,795 0 4,195 477 384 5,739

⑬通信設備使用料 0 0 0 0 0 0 （参考2）設備区分別の費用明細表より

⑭固定資産税 708 0 421 19 57 212

（2）料金の設定

・専用回線管理運営費

区分 コスト等 備考

ａ．原価（百万円） 19 （１）の専用回線管理運営費の⑤より

ｂ．回線数（契約） 4,754 Ⅹ．料金設定に使用した回線数．機能別回線数より

ｃ．料金（円/回線・月） 328 ａ÷b÷12ｹ月

・MＡ内伝送路

区分 コスト等 備考

ａ．原価（百万円） 8,022 （１）のMＡ内伝送路の⑤より

ｂ．回線数（回線） 925,889 Ⅹ．料金設定に使用した回線数．機能別回線数より

ｃ．料金（円/回線(64kb/s）・月） 722 ａ÷b÷12ｹ月

・MＡ間伝送路

(ｱ)回線比例分
区分 コスト等 備考

ａ．原価（百万円） 748 （１）のMＡ間伝送路・回線比例の⑤より

ｂ．回線数（回線） 291,863 Ⅹ．料金設定に使用した回線数．機能別回線数より

ｃ．料金（円/回線(64kb/s）・月） 214 ａ÷b÷12ｹ月

(ｲ)回線距離比例分
区分 コスト等 備考

ａ．原価（百万円） 830 （１）のMＡ間伝送路・回線距離比例の⑤より

ｂ．回線距離（km） 7,608,583 Ⅹ．料金設定に使用した回線数．機能別回線数より

ｃ．料金（円/km(64kb/s）・月） 9 ａ÷b÷12ｹ月

・接続装置

区分 コスト等 備考

ａ．原価（百万円） 9,018 （１）の接続装置の⑤より

ｂ．回線数（回線） 1,031,855 Ⅹ．料金設定に使用した回線数．機能別回線数より

ｃ．料金（円/回線(64kb/s）・月） 728 ａ÷b÷12ｹ月

(3)契約回線区分別の単位当たり料金

区分 ①中継伝送専用機能 備考
（MA内伝送路）

a.24回線単位のもの（円／月） 17,329 (2)のＭＡ内伝送路のｃ× 24

b.672回線単位のもの（円／月） 215,885 (2)のＭＡ内伝送路のｃ× 299

c.2,016回線単位のもの（円／月） 647,655 (2)のＭＡ内伝送路のｃ× 897

区分 中継伝送専用機能（MA間伝送路） 備考

②回線比例 ③距離比例

a.24回線単位のもの（円／月） 5,129 218 (2)のＭＡ間伝送路のｃ× 24

b.672回線単位のもの（円／月） 63,897 2,719 (2)のＭＡ間伝送路のｃ× 299

c.2,016回線単位のもの（円／月） 191,691 8,158 (2)のＭＡ間伝送路のｃ× 897

区分 ④接続装置 備考

a.24回線単位のもの（円／月） 17,479 (2)の接続装置のｃ× 24

b.672回線単位のもの（円／月） 217,760 (2)の接続装置のｃ× 299

c.2,016回線単位のもの（円／月） 653,281 (2)の接続装置のｃ× 897

(4)料金の設定

・24回線単位のもの

①基本料

(ｱ) 同一通信用建物内に終始する場合

a.24回線まで

区分 料金 備考

料金（円／月） 17,807 (3)のaの④＋(2)の専用回線管理運営費のc

b.24回線を超える24回線ごと

区分 料金 備考

料金（円／月） 17,479 (3)のaの④

端末系交換設備～
中継系交換設備伝
送路
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(ｲ) (ｱ)以外で、加入者交換機と市外中継交換機が同一の単位料金区域に終始する場合

a.24回線まで

区分 料金 備考

料金（円／月） 35,136 (3)のaの①＋(3)のaの④＋(2)の専用回線管理運営費のc

b.24回線を超える24回線ごと

区分 料金 備考

料金（円／月） 34,808 (3)のaの①＋(3)のaの④

(ｳ) (ｱ)(ｲ)以外

a.24回線まで（10kmまで）

区分 料金 備考

料金（円／月） 41,356 (3)のaの①＋(3)のaの②＋(3)のaの③×5km＋(3)のaの④＋(2)の専用回線管理運営費のc

b.24回線を超える24回線ごと（10kmまで）

区分 料金 備考

料金（円／月） 41,028 (3)のaの①＋(3)のaの②＋(3)のaの③×5km＋(3)のaの④

②加算料

(ｱ) ①の(ｳ)において、10kmを超える場合（10kmを超える10kmごと24回線ごと）

区分 料金 備考

料金（円／月） 2,183 (3)のaの③×10km

(ｲ) 相互接続点が市外ノードビルと異なる場合（24回線ごと）

区分 料金 備考

料金（円／月） 17,329 (3)のaの①

・672回線単位のもの

①基本料

(ｱ) 同一通信用建物内に終始する場合

a.672回線ごと

区分 料金 備考

料金（円／月） 218,088 (3)のbの④＋(2)の専用回線管理運営費のc

b.672回線相当加算額

区分 料金 備考

料金（円／月） 217,760 (3)のbの④

(ｲ) (ｱ)以外で、加入者交換機と市外中継交換機が同一の単位料金区域に終始する場合

a.672回線ごと

区分 料金 備考

料金（円／月） 433,973 (3)のbの①＋(3)のbの④＋(2)の専用回線管理運営費のc

b.672回線相当加算額

区分 料金 備考

料金（円／月） 433,645 (3)のbの①＋(3)のbの④

(ｳ) (ｱ)(ｲ)以外

a.672回線ごと

区分 料金 備考

料金（円／月） 511,467 (3)のbの①＋(3)のbの②＋(3)のbの③×5km＋(3)のbの④＋(2)の専用回線管理運営費のc

b.672回線相当加算額

区分 料金 備考

料金（円／月） 511,139 (3)のbの①＋(3)のbの②＋(3)のbの③×5km＋(3)のbの④

②加算料

(ｱ) ①の(ｳ)において、10kmを超える場合（10kmを超える10kmごと672回線ごと）

区分 料金 備考

料金（円／月） 27,194 (3)のbの③×10km

(ｲ) 相互接続点が市外ノードビルと異なる場合（672回線ごと）

区分 料金 備考

料金（円／月） 215,885 (3)のbの①

・2,016回線単位のもの

①基本料

(ｱ) 同一通信用建物内に終始する場合

a.2,016回線ごと

区分 料金 備考

料金（円／月） 653,609 (3)のcの④＋(2)の専用回線管理運営費のc

b.2,016回線相当加算額

区分 料金 備考

料金（円／月） 653,281 (3)のcの④

(ｲ) (ｱ)以外で、加入者交換機と市外中継交換機が同一の単位料金区域に終始する場合

a.2,016回線ごと

区分 料金 備考

料金（円／月） 1,301,264 (3)のcの①＋(3)のcの④＋(2)の専用回線管理運営費のc

b.2,016回線相当加算額

区分 料金 備考

料金（円／月） 1,300,936 (3)のcの①＋(3)のcの④

(ｳ) (ｱ)(ｲ)以外

a.2,016回線ごと

区分 料金 備考

料金（円／月） 1,533,746 (3)のcの①＋(3)のcの②＋(3)のcの③×5km＋(3)のcの④＋(2)の専用回線管理運営費のc

b.2,016回線相当加算額

区分 料金 備考

料金（円／月） 1,533,418 (3)のcの①＋(3)のcの②＋(3)のcの③×5km＋(3)のcの④

②加算料

(ｱ) ①の(ｳ)において、10kmを超える場合（10kmを超える10kmごと2,016回線ごと）

区分 料金 備考

料金（円／月） 81,582 (3)のcの③×10km

(ｲ) 相互接続点が市外ノードビルと異なる場合（2,016回線ごと）

区分 料金 備考

料金（円／月） 647,655 (3)のcの①
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5.信号伝送機能

（1）原価の算定

（単位：百万円）

信号網設備 備考

①指定設備管理運営費 7,196 （参考2）設備区分別の費用明細表より

②他人資本費用 62 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

③自己資本費用 39 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

④利益対応税 42 （③自己資本費用＋（⑪有利子負債以外の負債の額×利子相当率））×利益対応税率

⑤合計 7,339 ①+②+③+④

⑥正味固定資産価額 5,705 （参考3）設備区分別固定資産明細表より

⑦投資等 18 ⑥正味固定資産×投資等比率

⑧貯蔵品 19 ⑥正味固定資産×貯蔵品比率

⑨運転資本 161 （①設備管理運営費－（⑫減価償却費＋⑬通信設備使用料＋⑭固定資産税））×45.625日÷365日

⑩レートベース 5,903 ⑥+⑦+⑧+⑨

⑪有利子負債以外の負債の額 1,309 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

⑫減価償却費 1,549

⑬通信設備使用料 4,313 （参考2）設備区分別の費用明細表より

⑭固定資産税 47

（2）料金の設定

・共通線信号網利用機能

区分 料金等 備考

a.原価（百万円） 7,339 （1）の⑤より

b.総信号数(億信号/年) 6,371 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

c.料金(円/秒) 0.011519 ａ÷ｂ
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6 .その他の機能

(1)市内通信機能

Ａ.自ユニット内コスト

区分 コスト 備考

加入者交換ｺｽﾄ a.回数比例ｺｽﾄ(円/回) 0.56650 １の(2)のＤの回数比例分のｃより

b.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.031760 １の(2)のＤの時間比例分のＧＣのｃ＋ＧＣ以下伝送路のｃ×2より

Ｂ.自局内自ユニット外コスト

区分 コスト 備考

加入者交換ｺｽﾄ a.回数比例ｺｽﾄ(円/回) 0.56650 １の(2)のＤの回数比例分のｃより

b.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.021105 １の(2)のＤの時間比例分の合計のｃより

c.回数比例ｺｽﾄ(円/回) 1.13300 ａ×2

d.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.042210 ｂ×2

Ｃ.自局外コスト

区分 コスト 備考

加入者交換ｺｽﾄ a.回数比例ｺｽﾄ(円/回) 0.56650 １の(2)のＤの回数比例分のｃより

b.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.021105 １の(2)のＤの時間比例分の合計のｃより

市内伝送ｺｽﾄ c.回数比例ｺｽﾄ(円/回) 0.20841 ２のＣの回数比例分より

d.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.0076550 ２のＣの時間比例分より

自局外ｺｽﾄ e.回数比例ｺｽﾄ(円/回) 1.34141 ａ×2＋ｃ

f.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.049865 ｂ×2＋ｄ

Ｄ.自局内外比率

ア.通信回数

区分 通信回数 備考

（千回） 比率

a.自ユニット内 20,356,387 0.54303906 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

b.自局内自ユニット外 523,418 0.01396302

c.自局外 16,606,240 0.44299792

d.計 37,486,045 1.00000000 ａ＋ｂ＋ｃ

イ.通信時間

区分 通信時間 備考

（千時間） 比率

a.自ユニット内 1,212,029 0.54089253 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

b.自局内自ユニット外 28,859 0.01287905

c.自局外 999,906 0.44622842

d.計 2,240,794 1.00000000 ａ＋ｂ＋ｃ

Ｅ.料金の設定

・回数比例分

区分 料金 備考

料金(円/回) 0.91769 Ａのａ×Ｄのアのａの比率＋Ｂのｃ×Ｄのアのｂの比率＋Ｃのｅ×Ｄのアのｃの比率

・時間比例分

区分 料金 備考

料金(円/秒) 0.039974 Ａのｂ×Ｄのイのａの比率＋Ｂのｄ×Ｄのイのｂの比率＋Ｃのｆ×Ｄのイのｃの比率

(2)リルーティング通信機能

Ａ.市内通信コスト

区分 コスト 備考

市内通信ｺｽﾄ a.回数比例ｺｽﾄ(円/回) 0.91769 (1)のＥの回数比例分より

b.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.039974 (1)のＥの時間比例分より

Ｂ.ＺＡ内市外通信コスト

区分 コスト 備考

加入者交換ｺｽﾄ a.回数比例ｺｽﾄ(円/回) 0.56650 １の(2)のＤの回数比例分のｃより

b.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.021105 １の(2)のＤの時間比例分の合計のｃより

中継交換ｺｽﾄ c.回数比例ｺｽﾄ(円/回) 0.20841 ３の(2)のＢの回数比例分のｃより

d.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.0010250 ３の(2)のＢの時間比例分のｃより

中継伝送ｺｽﾄ e.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.0033150 ４の【共用型】の(2)のｃより

ZA内市外ｺｽﾄ f.回数比例ｺｽﾄ(円/回) 1.34141 ａ×2＋ｃ

g.時間比例ｺｽﾄ(円/秒) 0.049865 ｂ×2＋ｄ＋ｅ×2

自局内

自ユニット外コスト
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Ｃ.市内・ＺＡ内市外比率

ア.通信回数

区分 通信回数 備考

（千回） 比率

a.市内 79,156 0.51418219

b.ＺＡ内市外 74,790 0.48581781

c.計 153,946 1.00000000 ａ＋ｂ

イ.通信時間

区分 通信時間 備考

（千時間） 比率

a.市内 2,892 0.53816209

b.ＺＡ内市外 2,482 0.46183791

c.計 5,374 1.00000000 ａ＋ｂ

Ｄ.料金の設定

・回数比例分

区分 料金 備考

料金(円/回) 1.1235 Ａのａ×Ｃのアのａ＋Ｂのｆ×Ｃのアのｂ

・時間比例分

区分 料金 備考

料金(円/秒) 0.044542 Ａのｂ×Ｃのイのａ＋Ｂのｇ×Ｃのイのｂ

(3)リルーティング指示に係る網保留機能

Ａ.1秒あたりのコスト

区分 コスト 備考

a.加入者交換コスト（時間比例コスト（円/秒）） 0.021105 １の(2)のＤの時間比例分の合計のｃより

b.中継伝送コスト（時間比例コスト（円/秒）） 0.0033150 ４の【共用型】の(2)のｃより

c.中継交換コスト（時間比例コスト（円/秒）） 0.0010250 ３の(2)のＢの時間比例分のｃより

d.合計 0.025445 ａ＋ｂ＋ｃ

Ｂ.料金の設定

区分 料金等 備考

a.1秒あたりのコスト(円/秒) 0.025445 Ａのｄより

b.1呼あたりの網保留時間(秒/呼) 0.45 －

c.料金(円/呼) 0.011450 ａ×ｂ

(4)音声ガイダンス送出用接続通信機能

ア.イ以外の場合

Ａ.1秒あたりのコスト

区分 コスト 備考

a.加入者交換コスト（時間比例コスト（円/秒）） 0.021105 (3)のＡのａより

b.中継伝送コスト（時間比例コスト（円/秒）） 0.0033150 (3)のＡのｂより

c.中継交換コスト（時間比例コスト（円/秒）） 0.0010250 (3)のＡのｃより

d.合計 0.025445 ａ＋ｂ＋ｃ

Ｂ．単金

区分 単金 備考

a.ＧＣ接続による音声ガイダンス装置への接続(円/秒) 0.021105 Ａのaより

b.ＺＣ接続による音声ガイダンス装置への接続(円/秒) 0.025445 Ａのdより

Ｃ．料金の設定

区分 料金等 備考

a.ＧＣ接続による音声ガイダンス装置への接続(円/秒) 0.011610 ＢのａにＧＣ接続率を加味

b.ＺＣ接続による音声ガイダンス装置への接続(円/秒) 0.011448 ＢのｂにＺＣ接続率を加味

c.合計(円/秒) 0.023058 ａ＋ｂ

イ.特定中継事業者の伝送路設備を利用する場合

Ａ.1秒あたりのコスト

区分 コスト 備考

a.加入者交換コスト（時間比例コスト（円/秒）） 0.021105 (3)のＡのａより

b.中継伝送コスト（時間比例コスト（円/秒）） 0.0033150 (3)のＡのｂより

c.中継交換コスト（時間比例コスト（円/秒）） 0.0010250 (3)のＡのｃより

d.合計 0.025445 ａ＋ｂ＋ｃ

Ｂ．単金

区分 単金 備考

a.ＺＡ内設置の音声ガイダンス装置への接続(円/秒) 0.025445 Ａのｄより

b.他ＺＡ設置の音声ガイダンス装置への接続(円/秒) 0.030648 Ａのａ、ｂ、ｃにＧＣ通信比率等を加味

Ｃ．料金の設定

区分 料金等 備考

a.ＺＡ内設置の音声ガイダンス装置への接続(円/秒) 0.019388 ＢのａにＺＡ内接続率を加味

b.他ＺＡ設置の音声ガイダンス装置への接続(円/秒) 0.007295 Ｂのｂに他ＺＡ接続率を加味

c.合計(円/秒) 0.026683 ａ＋ｂ

平成13年度下期＋平成14年度上期実績

平成13年度下期＋平成14年度上期実績
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(5)課金秒数送出機能

区分 料金等 備考

a.信号網使用料(円/信号) 0.011519 ５の(2)のｃより

b.信号数(信号) 2 往復信号分

c.料金(円/回) 0.023038 ａ×ｂ

(6)リダイレクション網使用機能

ア.当社の中継交換機で接続し当社の加入者交換機を利用して電気通信事業者の通信経路を設定するためにリダイレクションを行う機能

Ａ.1秒あたりコスト

区分 コスト 備考

a.加入者交換コスト（時間比例コスト（円/秒）） 0.021105 (3)のＡのａより

b.中継伝送コスト（時間比例コスト（円/秒）） 0.0033150 (3)のＡのｂより

c.中継交換コスト（時間比例コスト（円/秒）） 0.0010250 (3)のＡのｃより

d.合計 0.025445 ａ＋ｂ＋ｃ

Ｂ.料金の設定

区分 料金等 備考

a.1秒あたりのコスト(円/秒) 0.025445 Ａのｄより

b.1呼あたりの網保留時間(秒/回) 1.144 接続処理時間

c.料金(円/回) 0.029109 ａ×ｂ

イ.特定中継事業者の中継交換機に接続し当社の加入者交換機を利用して電気通信事業者の通信経路を設定するためにリダイレクションを行う機能

Ａ.料金の設定

区分 料金等 備考

a.1秒あたりのコスト(円/秒) 0.021105 アのＡのａより

b.1呼あたりの網保留時間(秒/回) 1.144 接続処理時間

c.料金(円/回) 0.024144 ａ×ｂ

(7)リダイレクション網使用機能（中継交換機接続ローミング型）

ア.イ以外の場合

Ａ.料金の設定

区分 料金等 備考

a.1秒あたりのコスト(円/秒) 0.0020500 (6)のアのＡのｃ×２

b.1呼あたりの網保留時間(秒/回) 1.213 接続処理時間

c.料金(円/回) 0.0024867 ａ×ｂ

イ.特定端末系事業者の中継交換機を利用する場合

Ａ.料金の設定

区分 料金等 備考

a.1秒あたりのコスト(円/秒) 0.0010250 （6）のアのＡのｃより

b.1呼あたりの網保留時間(秒/回) 1.213 接続処理時間

c.料金(円/回) 0.0012433 ａ×ｂ

(8)リダイレクション網使用機能（加入者交換機接続ローミング型）

ア.イウエ以外の場合

Ａ.料金の設定

区分 料金等 備考

a.1秒あたりのコスト(円/秒) 0.026470 (6)のアのＡのａ＋ｂ＋ｃ×２

b.1呼あたりの網保留時間(秒/回) 1.208 接続処理時間

c.料金(円/回) 0.031976 ａ×ｂ

イ.当社及び特定端末系事業者の中継交換機を利用する場合

Ａ.料金の設定

区分 料金等 備考

a.1秒あたりのコスト(円/秒) 0.025445 （6）のアのＡのｄより

b.1呼あたりの網保留時間(秒/回) 1.208 接続処理時間

c.料金(円/回) 0.030738 ａ×ｂ

ウ.当社及び特定中継事業者の中継交換機を利用する場合

Ａ.料金の設定

区分 料金等 備考

a.1秒あたりのコスト(円/秒) 0.022130 （6）のアのＡのａ+ｃ

b.1呼あたりの網保留時間(秒/回) 1.208 接続処理時間

c.料金(円/回) 0.026733 ａ×ｂ

エ.特定中継事業者及び特定端末系事業者の中継交換機を利用する場合

Ａ.料金の設定

区分 料金等 備考

a.1秒あたりのコスト(円/秒) 0.021105 （6）のアのＡのａより

b.1呼あたりの網保留時間(秒/回) 1.208 接続処理時間

c.料金(円/回) 0.025495 ａ×ｂ
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(9)リダイレクション網使用機能（中継交換機利用ローミング型）

ア.特定端末系事業者又は活用型ＰＨＳ事業者から発信し特定端末系事業者の加入者交換機及び当社の中継交換機を利用して電気通信事業者の通信経路を設定するためにリダイレクションを行う機能

Ａ.料金の設定

区分 料金等 備考

a.1秒あたりのコスト(円/秒) 0.0010250 （6）のアのＡのｃより

b.1呼あたりの網保留時間(秒/回) 1.208 接続処理時間

c.料金(円/回) 0.0012382 ａ×ｂ

イ.特定協定事業者の中継交換機に接続し当社の中継交換機を利用して電気通信事業者の通信経路を設定するためにリダイレクションを行う機能

Ａ.料金の設定

区分 料金等 備考

a.1秒あたりのコスト(円/秒) 0.0010250 （6）のアのＡのｃより

b.1呼あたりの網保留時間(秒/回) 1.213 接続処理時間

c.料金(円/回) 0.0012433 ａ×ｂ

(10)ＰＨＳ制御信号機能

①.ＰＨＳ端末発信コスト

・コストの算定

Ａ.回数比例コスト

区分 回数比例ｺｽﾄ 備考

(円/回)

加入電話 0.56650 １の(2)のＤの回数比例分のｃより

Ｂ.時間比例コスト

区分 時間比例ｺｽﾄ 備考

(円/秒)

加入電話 0.021105 １の(2)のＤの時間比例分の合計のｃより

Ｃ.信号網コスト

区分 (Ａ)コスト (Ｂ)信号数 (Ｃ)=(Ａ)×(Ｂ) 備考

(円/信号) (信号) (円/回)

信号網コスト 0.011519 14 0.161266 ５の(2)のｃより

Ｄ.合計

区分 コスト等 備考

a.回数比例コスト(円/回) 0.56650 Ａより

b.時間比例コスト(円/秒) 0.021105 Ｂより

c.信号網コスト(円/回) 0.161266 Ｃの（c）より

d.平均利用回数(回/月) 0.76130 －

e.平均保留秒数(秒) 32.211 －

f.合計(円/月・契約) 1.07159 （ａ＋ｃ）×ｄ＋ｂ×ｄ×ｅ

②.固定電話発信コスト

Ａ.回数比例コスト

区分 回数比例ｺｽﾄ 備考

(円/回)

加入電話 0.56650 １の(2)のＤの回数比例分のｃより

Ｂ.時間比例コスト

区分 時間比例ｺｽﾄ 備考

(円/秒)

加入電話 0.021105 １の(2)のＤの時間比例分の合計のｃより

Ｃ.信号網コスト

区分 (Ａ)コスト (Ｂ)信号数 (Ｃ)=(Ａ)×(Ｂ) 備考

(円/信号) (信号) (円/回)

信号網コスト 0.011519 16 0.184304 ５の(2)のｃより

Ｄ.合計

区分 コスト等 備考

a.回数比例コスト(円/回) 0.56650 Ａより

b.時間比例コスト(円/秒) 0.021105 Ｂより

c.信号網コスト(円/回) 0.184304 Ｃの（c）より

d.平均利用回数(回/月) 0.38600 －

e.平均保留秒数(秒) 33.525 －

f.合計(円/月・契約) 0.56292 （ａ＋ｃ）×ｄ＋ｂ×ｄ×ｅ

③.料金の設定

区分 料金等 備考

a.ＰＨＳ端末発信 1.07159 ①のＤのｆより

b.固定電話発信 0.56292 ②のＤのｆより

c.料金 1.6345 ａ＋ｂ
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Ⅲ.投資等比率及び貯蔵品比率の算定

(1)投資等比率の算定

(単位：百万円)

区分 H13年度首末平均残高

指定設備管理部門の電気通信事業固定資産 5,893,926 (Ａ)

指定設備管理部門における投資等(収益の見込まれないもの)（※） 17,986 (Ｂ)

投資等比率（Ｂ÷Ａ） 0.0031 (Ｃ)

※　投資等は、収益性の見込まれない出資金、保証金・負担金等である。

(2)貯蔵品比率の算定

(単位：百万円)

区分 H13年度首末平均残高

固定資産の額から投資等の額を除いた額 7,159,358 (Ａ)

貯蔵品（※） 24,592 (Ｂ)

貯蔵品比率（Ｂ÷Ａ） 0.0034 (Ｃ)

※　貯蔵品は、現用に供されるまでの間保管されている電気通信設備用品（新品）であり、

　　金額は月末在庫額の年平均値である。

(注)なお繰延資産比率については、繰延資産が発生していないので無しとする。
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Ⅳ.接続料収納までの平均的な日数の算定

(1)機能の提供と接続料の収納までの日程

請求書の発行

▲

0.5月 1.5月

   0月 0.5月

(2)機能の提供から当該機能に係る接続料の収納までの平均的な日数の算定

機能の提供から当該機能に係る接続料の収納までの平均的な日数

　=　1.5ヵ月÷12ヵ月×365日　= 45.625日
(1)より

2月

収納期日

▲

機能提供の当月 翌月

機能の提供

平均

0.5月

15



Ⅴ.資本構成比率の算定

(1)資本の状況

(単位：百万円)

レートベース

有利子負債

電気通信事業 Ｈ13稼働 有利子負債

固定資産 2,292,548 (0.227) 2,292,548 (0.302)

③圧縮後の資本構成比 負

7,159,358 その他の負債 7,159,358 債

1,428,550 (0.142)

退職給与引当金

退職給与引当金 ②流動資産の 1,685,087 (0.222)

2,746,631 (0.272) 　圧縮

▲ 2,490,094

貯蔵品(月平均) 24,592

自己資本 自己資本

流動資産等 3,625,233 (0.359) 443,510 投資等 21,786 3,625,233 (0.477) 資

2,933,604 本

運転資本 397,132

①流動資産の理論値と

計 10,092,962 　実績の差 計 7,602,868 計 7,602,868

443,510-2,933,604=▲2,490,094

(2)他人資本比率

他人資本比率　= （2,292,548 + 1,685,087）   ÷   7,602,868  　= 0.523

負債       負債資本合計

(3)有利子負債が負債の合計に占める比率

有利子負債が負債の合計に占める比率　= 2,292,548  ÷  （2,292,548+1,685,087）  = 0.576

          負債の合計

(4)有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合　=　  1 - 0.576 = 0.424

有利子負債が負債の合計に占める比率

(5)自己資本比率

自己資本比率　= 1　-　0.523　= 0.477

   他人資本比率

              有利子負債

(資本構成)Ｂ／Ｓ(Ｈ13)稼働ベース

電気通信事業固定資産
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Ⅵ.他人資本利子率の算定

(1)有利子負債に対する利子率

　　有利子負債の額に対する他人資本費用の平成13年度実績とした。

2.28%

(単位：％)

年度 13

区分

2.28%

(注)借入金の平均利子率である。

(2)有利子負債以外の負債の利子相当率

　　国債利回りの過去5年平均とした。

1.66%
(単位：％)

年度 9 10 11 12 13 平均

区分

2.20 1.50 1.69 1.64 1.29 1.66

(注)国債(利付・10年物)の平均利回りである。

(3)他人資本利子率

　　他人資本利子率　=　2.28%×0.576+1.66%×0.424　= 2.02%

　　(有利子負債に対する利子率×有利子負債比率+国債利回り×有利子負債以外の負債の比率)

他人資本利子率

他人資本利子率

　　有利子負債に対する利子率　=　

　　有利子負債以外の負債の利子相当率　　=
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Ⅶ.自己資本利益率の算定　

1.ＣＡＰＭ的手法による自己資本利益率

(単位：％)

年度 平均（注４）
11

区分

0.90 2.47 ▲0.76 －

β値の適用 × ○ × －

1.69 1.64 1.29 －

①－② － 0.83 - －

β＝0.6
(注３)

（注１）主要企業の自己資本利益率は「日経経営指標」より。ただし、平成13年度は速報値である。

（注２）リスクフリーレートについては、指定設備全体の平均的な耐用年数に着目し、耐用年数が10年超であることから

　　　　国債10年ものの利回りを使用した。

（注３）β値については平成12年度と同値（0.6）とした。

（注４）算定期間については、3年間とした。ただし、平成11、13年度については、主要企業の自己資本利益率が

　　　　リスクフリーレートを下回っているため除外している。

２．主要企業の過去5年間の自己資本利益率

(単位：％)

年度

9 10 11 12 13 平均

区分

主要企業の自己資本利益率 3.04 1.18 0.90 2.47 ▲0.76 1.37

（注）「日経経営指標」より。ただし平成13年度は速報値である。

３．料金算定に採用した自己資本利益率

　　上記１，２を勘案し、低い方の２の主要企業の過去5年間の自己資本利益率を採用する。

1.37%自己資本利益率　=

13

－ 2.14

12

①主要企業の自己資本利益率（注１）

H12単年

2.14
  選択される自
  己資本利益率

②ﾘｽｸﾌﾘｰﾚｰﾄ（注２）

-
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Ⅷ.利益対応税率の算定

利益対応税としては、事業税、法人税、道府県民税、市町村民税を見込んだ。

69.87%

(算定方法)

　1.税引前利益に対する率の算定

①税引前利益をｙ、税額をｘ nとする。

②事業税実効税率

　　事業税額をＸ1とする。

　　ｘ 1　=（ｙ-ｘ 1）×0.101 → ｘ 1　　= 0.101 × ｙ =　0.0917ｙ

1+0.101

③法人税実効税率

　　法人税額をｘ 2とする。

　　ｘ 2　=事業税引後利益　×　0.3

　　　　=(ｙ-0.0917ｙ)  ×　0.3

　　 　 = 0.2725ｙ

④道府県民税実効税率

　　道府県民税額をｘ 3とする。

　　ｘ 3　=法人税額　×　0.05

　　　　 =0.2725y　×　0.05　= 0.0136ｙ

⑤市町村民税実効税率

　　市町村民税額をｘ 4とする。

　　ｘ 4　=法人税額　×　0.123

　　　　 =0.2725y　×　0.123　= 0.0335ｙ

⑥税引前利益に対する利益対応税率

　　利益対応税額をｘとする。

　　ｘ　=ｘ 1+ｘ 2+ｘ 3+ｘ 4

　　　　= 0.4113ｙ

　2.税引後利益に対する率の算定

税引後利益をｚ、税引前利益をｙ、税額をｘとする。

税引前利益　ｙ

利益対応税率  =　　　ｘ 　=  0.4113y　 　=　0.4113y 　=0.6987 利益対応税

　　　　z    (1-0.4113)y      0.5887y 　ｘ　=　0.4113ｙ

税引後利益

　ｚ　=　（1-0.4113）ｙ

利益対応税率　=
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Ⅸ　料金設定に使用したトラヒック

機能別トラヒック

区分 通信回数
（千回）

通信時間
（千時間）

①端末系交換機能（ＧＣ） 167,391,868 8,111,656
②端末系交換機能（ＧＣ以下の伝送路） - 9,323,685
③中継系交換機能 74,094,115 3,336,519
④中継伝送機能 - 4,669,049

区分 総信号数
（億信号） 備考

⑤信号伝送機能 6,371 平成13年度下期＋平成14年度上期実績

Ａ.平成１３年度下期＋平成１４年度上期のサービス別トラヒック実績

区分 通信回数
（千回）

通信時間
（千時間）

自ユニット内 20,356,387 1,212,029
自ビル内自ユニット外 523,418 28,859
ＭＡ内自ビル外 16,606,240 999,906
ＭＡ間ＺＡ内 14,273,882 665,248
ＧＣ接続 48,151,348 2,172,860
ＺＣ接続 50,350,934 2,003,989

Ｂ.機能毎の経由回数

区分

①
端
末
系
交
換
機
能

（
Ｇ
Ｃ

）

②
端
末
系
交
換
機
能

（
Ｇ
Ｃ
以
下
の
伝
送
路

）

③
中
継
系
交
換
機
能

④
中
継
伝
送
機
能

自ユニット内 1 2
自ユニット外自ビル内 2 2
ＭＡ内自ビル外 2 2 1 2
ＭＡ間ＺＡ内 1 1 0.5 1
ＧＣ接続 1 1
ＺＣ接続 1 1 1 1

　機能別トラヒックは、Ａ.平成１３年度下期＋平成１４年度上期のサービス別トラヒック実績にＢ.機
能毎の経由回数を乗じて算定した。
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Ⅹ．料金設定に使用した回線数

機能別回線数
（単位：回線） （単位：km）

区分 回線数 回線距離
中継伝送専用機能（ＭＡ内伝送路） 925,889 ---
中継伝送専用機能（ＭＡ間伝送路） 291,863 7,608,583
接続装置 1,031,855 ---
専用回線管理運営費対応回線数（契約回線数） 4,754 ---

　機能別回線数は、平成１３年度末の接続形態別契約回線数に機能ごとの速度換算係数を
乗じて算定した。
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